
（用紙Ａ４）

年 月 日

年 月 日

商号又は名称

   様式第1９号

至 令和

自 令和

建設業法施行規則による

 財　 務　 諸　 表 （個人）

（第４条・第１０条・第１９条の４関係）

   様式第1８号

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

氏　　　　名

電 話  番 号 (    )

住　　　　所



未収入金

△

Ａ

Ｂ

Ｃ

令和    年    月    日現在

様式第１８号（第４条、第1０条、第1９条の４関係）

千円

貸　　 借　　 対　　 照　　 表

資　　　産　　　の　　　部

(商号又は名称)

完成工事未収入金

Ⅰ　流　動　資　産

現金預金

受取手形

Ⅱ　固　定　資　産

その他

有価証券

未成工事支出金

材料貯蔵品

破産更生債権等

工具器具・備品

土地

建設仮勘定

建物・構築物

機械・運搬具

　貸倒引当金

 （Ａ＋Ｂ）＝２頁Ｌ
　　資産合計

　固定資産合計

その他

　　流動資産合計
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Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

（４頁のＮと同一）

Ｋ

Ｌ

　　

税抜方式 税込方式 免税事業者

 注．消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法（当該するものに○）

(Ｇ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ)

　　負債純資産合計
（Ｆ＋Ｋ）＝１頁Ｃ

　

　

　

（Ｄ＋Ｅ）

Ｄ

純　　資　　産　　の　　部

　△

Ⅱ　固　定　負　債

長期借入金

※ 経営事項審査申請書又は経営状況分析申請書に添付する場合は、税抜方式を採用すること

　 ただし、消費税免税事業者は、税込方式を採用すること

事業主貸勘定

　　純資産合計

事業主利益

　

　固定負債合計

　負債合計

Ｅ

Ｆ　

　

　　引当金

その他

その他

　流動負債合計

　

期首資本金

事業主借勘定

未払金

支払手形

工事未払金

負　　　債　　　の　　　部

千円

未成工事受入金

Ⅰ　流　動　負　債

短期借入金
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自   令和  年  月  日

至   令和  年  月  日

Ａ

Ｂ Ｃ
（Ａ＋Ｂ）

)

　　　 外注費

経　費 Ｄ

Ｅ Ｆ
（Ｄ＋Ｅ）

Ｇ

Ｈ Ｉ
 （Ｃ－Ｆ又はＧ＋Ｈ）

法定福利費

福利厚生費

 (3)　販売費及び一般管理費

（うち労務外注費

　  材料費

退職金

　完成工事総利益（完成工事総損失）

従業員給料手当

様式第1９号(第４条、第1０条、第1９条の４関係）

損　　益　　計　　算　　書　

　兼業事業売上高

 (2)　完成工事原価

　  労務費

Ⅰ　営　業　損　益

千円

 (1)　完成工事高

交際費

兼業事業売上原価

通信交通費

動力用水光熱費

（Ｂ－Ｅ）

（Ａ－Ｄ）

事務用品費

修繕維持費

広告宣伝費

　兼業事業総利益（兼業事業総損失）

(商号又は名称)
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Ｊ

Ｋ
（Ｉ－Ｊ）

Ｌ

Ｍ

Ｎ
（Ｋ＋Ｌ－Ｍ）=２頁Ｊ

減価償却費

受取利息及び配当金

その他

Ⅱ　営　業　外　損　益

雑　費

租税公課

（2)　営業外費用

その他

　事業主利益（事業主損失）

保険料

支払利息

　営業利益(営業損失）

 (1)　営業外収益

寄付金

地代家賃
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